
生駒経済論叢 第1巻 第1・2号2003年10月

経済学部における経営科学の位置づけと概念教育

大 村 雄 史

概要 本論文においては,経 営科学(オ ペ レーションズリサーチ:OR)の 教育 という視点か

ら,経 済学部における経営科学の位置づけ,及 び,経 済学部において学生が経営科学を学ぶ

意義について考察する。

また,経 営科学(OR)の 教育方法については,各 論 としての各種モデルも重要であるが,さ

らに重要なのは総論としての 「問題解決の方法に関する概念」である。しか し,概 念に関す

る教育はあまりされていないのが実状である。まず概念の理解がされていないと,各 論だけ

では 「技法の教育」だけとな り,実 際の経営の場面で,問 題解決はできない。つまり,「技

法」にない問題は解決できないことになるからである。 しか し,総 論としての 「問題解決の

方法に関する概念」だけでは逆に,単 なるお話となってしまい,問 題解決につながらない。つ

まり,総 論が分かった上で,各 論の勉強が必要となる。

Abstract This paper deals with the significance of teaching Operations  Research/ 

Management Science (OR/MS) in the School of Economics and deals with the im-

portant contents of OR/MS education. The first important subject of OR/MS  educa-

tion is the concept of OR/MS, but this has been neglected by most of the 

universities in Japan. The concept of OR/MS involves how we should think when 

we encounter real problems that require solutions. The concept of OR/MS is impor-

tant, since If we have no idea on the concept of OR/MS, it is impossible to solve 

problems effectively. The second important subject is various models of OR/MS. 

These subjects are taught in most universities in Japan. If OR/MS models are 

taught without the guiding concept of OR/MS, students recognize OR/MS as only 

an aggregation of techniques for solving various models. In this case, students can-

not solve real problems beyond those that are described by the various models 

which were taught.
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第1巻 第1・2号

1.は じ め に

本 論 文 にお いては,筆 者 が研 究 分 野 の一 つ として きた経 営 科 学(オ ペ レー シ ョンズ リ

サ ーチ:OR)の 教育 とい う視 点 か ら,経 済 学部 に おけ る経営 科学 の位 置づ け,及 び,経

済 学 部 にお いて 学 生 が 経 営 科 学 を 学 ぶ 意 義 につ い て 考 察す る。 また,旧 来 の 経 営 科 学

(OR)教 育 に欠 けて いる もの として,経 営科 学(OR)の 概 念 を取 り上 げ,そ の教 育 につ

いて考察 す る。

2.経 営 科 学(オ ペ レ ー シ ョ ン ズ リ サ ー チ:OR)と は 何 か

経 済学部 にお け る経営 科学 の位置 づ けを議論す るた め には,経 営科 学(オ ペ レー シ ョン

ズ リサー チ:OR)と は何 か を明確 に してお かな けれ ばな らな い。 しか し,こ の間 に対す

る答 は研究 者 の数 だ けある といわれ て いる。 従 って,ど の定義 が正 しくて,ど の定 義が 間

違 いか とい う ことは一概 には言 えな いので あ るが,し か しそれ で もなお,一 部 の認 識 につ

いて は,い ろいろの意 味で問題 が ある。 つ ま り,世 間で は,相 当間違 った理解 が されて い

て,そ れ が この学 問分野 の普及 ・発展 を妨 げて いる面 がある と同時 に,新 しく学 ぼ うとす

る学 生 に対 して勉 強 しよ うとす る意欲 を失 わせ る原 因 とな って い る。 そ う しな いため に,

筆者 が良 い と考 える定義 を明 らか に してお きた い。

2.1"MethodsofOperationsResearch"で の定義

ORの 最 初 の単 行 本 と いわ れ て いるMorse&Kimballの"MethodsofOpera-

tionsResearch"[1]で は,次 の よ うに定 義 して い る。

"Operations
researchisascientificmethodofprovidingexecutivede-

partmentswithaquantitativebasisfordecisionsregardingtheopera-

tionsundertheircontrol."

要す る に,こ の書物 で は,「ORは,管 理 者の権 限下 にあ る運 用 に関す る意 思決 定 に関 し

て,数 量 的な根拠 を与 える1つ の科学 的な方法 で ある」 と述 べて い る。

更 に,次 のよ うに も述べ て いる。

"O
perationsresearchisanappliedscienceutilizingallknownscien-

tifictechniquesastoolsinsolvingaspecificproblem."
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つまり,「ORは,個 々の問題を解 くにあた り,知 られている全ての科学的技術を道具 と

して使 う応用科学である」 と述べている。更に,

"O
perations research uses mathematics, but it is not a branch of 

 mathematics."

と書か れて お り,「ORは 数学 は使 うが,数 学の一 分野で はな い」 と述 べて いる。

また,C.W.Churchman,R.L.Ackoff,E.L.Arnoffの"lntroductiontoOp-

erationsResearch"[2]に よれ ば,最 初 に挙 げたMorse&Kimballの 定義 とよ く

似て い るが,「 数量 的な 根拠 を与 え る1つ の科学 的 な方 法」 よ りも っ と踏み 込 んで 「最 適

解 を提 供す る」と述べ て いる。 筆者 の見解 では 「最適解 」は理想 として は 良いので あるが,

現実 的 には,少 々言 い過 ぎで ある と考 えて いる。

これ らの他 に も,各 種 の定 義が されて いるが,筆 者 は以上で 紹介 したMorse&Kim-

ballの 定 義 を尊 重 したい。 つ ま り以 下 の定義で ある。

"O
perations research is a scientific method of providing executive de-

partments with a quantitative basis for decisions regarding the opera-

tions under their control." 

"Operations research is an applied science utilizing all known scien -

tific techniques as tools in solving a specific problem." 

"Operations research uses mathematics
, but it is not a branch of 

mathematics."

その理由は,Morse&Kimballの 書物が 経営科学(OR)の 原点の近くにあ り,そ の

中にあるこの定義が,経 営問題の解決という視点に最 も近いと考えられるからである。専

門化が進む とということは,専 門領域が どんどん細分化され,研 究 もそれにつれて個別の

解法に限定化 されて しまい,専 門家は特定の分野の専門家であ り,そ こを離れた問題は,

専門外 となる。 しか し,経 営問題は,特 定の専門毎に発生するのではなく,単 なる 「問題」

であり,ど のよ うな方法を使 うかにかかわ らず解決 されなければならない。従って,経 営

科学(OR)が 単なる数学的な方法の集合体と見な されることは,問 題解決 という事か ら

はかけ離れたイメージで見 られることになる。

もとより,解 法は非常に重要であり,研 究が必要であることは論を待たない。 しか し,

一方
,研 究者全体の視点がそ こに固定 されると.本 来の目的である 「問題解決」が忘れ去
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第1巻 第1・2号

られて しまう。そうであってはな らないのは当然である。 このようなことは他の学問分野

で も言われてはいるが,経 営科学(オ ペ レーションズ リサーチ:OR)は 本来実学であり,

「原点 に戻るべきである」ということを特に強調 したい。

2.2経 営科学(オ ペ レーシ ョンズ リサーチ:OR)の 特徴

 Morse & Kimball 0) "Methods of Operations Research"  [  1]  a, "The 

operations research worker does not and should not make the decision." 

 -DV)
, roR  06)1R412,gliALts0t,, L'ilE--c-ti)60  CZ, 

   "O
perations research is a staff function. For this reason the group 

   should be as small as possible and all contact should be as personal 

   as possible."

と述べている。つま り,ORは スタッフ業務であ り,意 思決定者 とは別の組織 として存在

すべきであるという事である。また,Morse&Kimballの"MethQdsofOperations

Research"で は,重 要な数学の道具として確率 と統計の理論を挙げている。

2.3経 営科学(OR)に 対 する世間一般での間違 った認識

世間一般での認識 といっても,何 をもって世間一般 とするか ということであるが,実 は

製造 に関する部門では非常に多 くの事例で,い わゆる経営科学(OR)の 考え方は使われ

てお り,「 知る人ぞ知る」状態である。 しか し,営 業部門 ・管理部門となると知 らない人

が増え,間 違 った認識が増える。 これは非常に問題である。例えば,昨 今脚光を浴びてい

るものに,製 造 ・営業 ・管理部門全てに関連するSCM(サ プライチェーンマネジメント)

という考え方があるが,こ れは経営科学(OR)そ のものであり,そ の考え方が分か らな

いと,良 いSCMの システムは作れない。また,営 業部門ではマーケティングの調査を行

うことが多いが,各 種の分析を行い,そ れを経営 に生かす には,経 営科学(OR)の 考え

方が不可欠である。

それでは,世 間一般での間違った認識 とはどのよ うなものであろうか。例 えば次は間

違った認識の例である。

(1)経 営科学(OR)は 単なる数学的手法の集ま りで,研 究者は数学的な解法の研究 を

して いる。従って,こ れ らの研究は机上の空論とな りやすい。

(2)数 学では世の中の問題は解決できない。従って,数 学的手法の集まりである経営科
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学(OR)は 現実問題の解決には役に立たない。

(3)経 営科学(OR)は 問題解決のために,い つも使える考え方ではな く,逆 に言 うと

役に立つ場面は少ない。従って,必 ず勉強しなければならない学問ではない。

(4)コ ンピュータの発達により,計 算は全てコンピュータにまかせればよい。 また,ソ

フ トウェアも使いやす くなってお り,使 い方を学べば難しい理屈を勉強 しなくて もソ

フ トウェアが良い結果を出して くれる。

これ らの間違った認識 に対 し,問 題点を指摘しておきたい。

(1)経 営科学(OR)は 単なる数学的手法の集ま りではなく,基 本的には問題解決の為

の考え方である。経営科学(OR)の 研究者の内,あ る割合の研究者は特定のモデル

の数学的な解法を研究 してお り,数 学的には高度で,見 かけ上は数式の羅列である。

しか し,そ れは机上の空論ではなく,目 的は現実問題を効率的に解 くことであり,そ

のような研究は不可欠である。 もし 「解決すべき現実の問題」が研究者の頭の片隅に

無ければ,そ の研究者は経営科学(OR)の 研究者ではな く,数 学の研究者であると

言わねばな らない。(こ れは数学 を悪 く言って いるのではなく,実 学である経営科学

(OR)と 理学である数学の基本的な認識の違 いを言っているのである。)

また,こ のような誤解が生まれ るきっかけは,経 営科学(OR)の 書籍 の書き方の問

題や,教 育方法にもある。経営科学の哲学を説 いた書物 は初期には多 く発行 された

が,現 在発行される多くの書物は,モ デルと解法の説明になってお り,そ れをそのま

ま読めば,経 営科学(OR)は 数学的手法の集まりと認識せざるを得ない。

(2)ま ず,「2.1」 で述べたように,経 営科学(OR)は 数学ではない。数学は強力な道具

ではあるが,全 てではない。仮に数学を道具として使 うとしても,問 題が解決できる

かどうかは,問 題の捉え方が正 しいかどうかにかかってお り,解 決できないのは数学

に問題があるのではなく,ま ずは問題の捉え方が悪いからである。また,強 力な道具

である数学をうまく使うことにより,解 決できる問題はた くさんある。

(3)上 記(1)でも述べたが,経 営科学(OR)は 単なる数学的手法の集ま りではなく,基

本的には問題解決の考え方である。従って.い ろいろな問題解決に常に使える考え方

であると言えよう。 この考え方を知っているのと知っていないのとでは,問 題解決の

質が大きく違う。

(4)確 か にコンピュー タは発達 し.ソ フ トウェアも機能が向上 した。相当難 しい計算
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も,昔 と比べると非常に簡単に結果が出せ,分 析結果も基本的な ことについては自動

的に出してくれる。 しかし,コ ンピュータやソフ トウェアの使 い方を知っているだけ

では,問 題解決はできない。データを適当にコンピュータに入力すれば自動的に分析

して くれ るわ けではな い。問題 をどのよ うに理解 し,そ れをどのように解決するか

は,人 間が考えるべき事である。 どのようなデータであって も,コ ンピュータに入力

すればもっともらしく見える結果を出力してくれ るが,そ れが役立つことはない。ま

た,ま ともなデータを入力 したとしても,コ ンピュータが出力する結果の解釈は,正

しく理解 しないと,か えって問題を引き起 こす ことになる。そのためにはコンピュー

タの操作ができるだけではだめで,分 析の考え方をよく理解できていないといけな

い。

3.経 済 学 部 に お け る経 営 科 学(OR)教 育 の 位 置 づ け

.上 で述べたよ うに,経 営科学(OR)は 単なる数学的手法の集 まりではな く,基 本的に

は問題解決の考え方である。従って,問 題解決をするに当たってどのように考えるか とい

う知識を持 っていることは,ど の分野の勉強をするにしても非常に役 に立つものである。

また,経 済学部の学生のほとんどは,卒 業後,営 業部門,事 務部門,あ るいは管理部門

の仕事 をすることになる。昨今これ らの部門の効率化が言われているが,こ れ らの部門に

響 おいて経営科学(OR)の 分野の考え方を理解 し駆使す る事 によ り
,仕 事の質を良い方に

大きく変える事ができる。

しかし,経 済学部出身者を含む文科系学部出身の企業人の多 くは,残 念なが ら経営科学

(OR)と 言われる分野の勉強をしていないか,あ るいはしていても正 しく理解 していない

ことが多 く,十 分な成果 を上げられない事 も多い。

逆に,経 営科学(OR)の 知識を持つ事によ り,十 分成果を上げている例 として,有 能

な経営コンサルタントをしている人の例が挙げ られよう。具体的には,外 資系の有名なコ

ンサルティング会社や,情 報系あるいは会計系の有名なコンサルティング会社でコンサル

ティングをしている人を思い浮かべていただければよい。

経営科学(OR)を 勉強した人全てが有能な経営 コンサルタン トのようにできるとは言

わないが,少 な くとも意思決定の質を上げる事が可能となることは間違 いない。従って,

基本的な考え方 として勉強することが望ましい。
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4.経 営 科 学(OR)教 育 の 目標

ここでは,経 済学部の学生を含む文科系の学生に対する教育の目標を考える。(ま た,理

科系の学生であっても,具 体的な個 々のモデルの話に入る前の,「 経営科学(OR)概 論」

としての教育も同様である。)

経営科学(OR)教 育の目標 として,以 下の点 を挙げたい。

① 経営科学(OR)全 般 についての正しい認識を持たせる。

② 具体的にどのような ことが出来るのかを理解 させる。

③ 解決策が得 られそ うな問題 と,そ うでない問題がある程度区別できるようにす る。

④ モデル化の考え方 を理解するために必要最小限のことを理解させ,そ れを解 くため

の解法 については,簡 単なものについては理解 させるが,あ る程度複雑なアルゴ リズ

ムはブラックボ ックス とし,計 算はパ ソコンのソフ トウェアの力を借 りて計算できる

ことを理解 させる。解法 について更に詳しく知 りたい場合には,そ の次の段階で説明

する。

⑤ 初期段階としては,ま ず,基 本的なモデルを作ることができるよ うにする。(モ デル

ができれば,解 を求める計算は,市 販のソフ トウェアを使 う。)

5.経 営 科 学(OR)教 育 の 方 法

筆者は以前の論文[3]で,経 営科学(OR)の 「各論」についての教育方法を提案 し

た。 しか し,各 論だけでは,見 方によっては,経 営科学(OR)は 「各種の技法の集合体」

と誤解される可能性がある。問題解決のための考え方という認識をして もらうためには,

ものの考え方を主題 とした,問 題解決を行 うにはどうすればよいかという 「概念」の教育

が必要である。 しか し,概 念の教育だけでは単なるお話と誤解される恐れもあるので,各

論の教育も必要になる。

5.1概 念 についての教育

これらの教育 目標を達成するため次のような内容の授業を行 う。まず 「総論」として経

営科学(OR)全 般についての正 しい認識を持たせるため下記の内容について説明する。
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① 歴史,問 題解決の手順,有 効さの測度,モ デルの作 り方,問 題解決のための基本的

な態度……等,各 論 に入る前の経営科学(OR)の 常識を理解 させる。

② 「データで ものを言 う」という基本的な態度 を身につけさせる。学生達は,や や もす

るとデータの裏付けなしに,感 覚的にものを言って しまうという傾向がある。

③ 実務上の多 くの問題は,非 常に簡単な考え方を適切に使えば十分に解決できる事が

多いということを理解 させる。(し かし,実 際には,そ の簡単な考え方がなかなか使い

こなせないと言 うの も事実である。)

これ らの内容は,実 は次の各論を理解するためには,大 変重要かつ基本的なものであるの

で,時 間をかけて説明を行 う。 ここの理解がされないと,後 の各論の授業を聞いても正 し

く理解できず,経 営科学(OR)の 考え方を使えるようにはな らない。実はここの ところは,

一般的には多 くの授業においては十分説明されず
,各 論の話に入ってしまうことが多い。

その結果,多 くの授業が 「技法の教育」,「解法の教育」 となってしまっている。

5.2各 論についての教育[3]

次 に各論についての教育方法であるが,経 済学部や経営学部の学生が社会に出て も使う

可能性が高いモデルか ら話を進める。各モデルについて教育の手順を要約すれば次のよう

になる。

(1)ま ず具体例を提示 し,何 が出来るかを教える。

(2)問 題の定義の仕方を説明する。

(3)モ デルの考え方,作 り方を教える。可能な ら,モ デルの作 られた背景を説明する。

(4)そ のモデルを解 くための道具と使 い方を教え,と にか くモデルを作ることが出来れ

ば解が得 られるということを教える。道具 としては,主 としてパソコンでよく使われ

る汎用のソフ トウェアを使用 して,解 くことを教える。(特 殊なソフ トウェアは使わ

ない。)ま た,実 際に問題を与え解を求めさせる。計算方法が簡単なものにつ いては,

考え方 と計算方法を教えるが,複 雑なものについては,解 法はブラックボックス とす

る。

(5)比 較的簡単に計算できるものについては,な ぜ解が求められるかという理由を理解

させ,関 数電卓を用いて計算させる。 これは,上 の(4)でパソコンを使 うのと矛盾する

ようであるが,分 かる内容であれば,一 度は手で(電 卓 も含む)計 算 しておいた方が

理解が早いか らである。何でもパソコンを使っていると,モ デルから解までのプロセ
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スがしっくりと理解できず何 となく違和感があるものである。また,手 で計算 したも

のは忘れにくい。更に,パ ソコンだけを使っていると,も し何 らかの理由で間違った

解が出ていたとしても気がつかないことが多い。現実の問題でそ うなれば大変なこと

になる。

(6)計 算結果の解釈の仕方を教える。解釈する時に誤 りやす い点を教える。

(7)も し,社 会に出て問題に直面し,自 分で解決できない場合には,そ の問題が解決で

きそうな問題かそうでないかを見当を付け,何 とか解決できるのではないか と判断で

きれば,専 門家がいるので相談すればよいことを教える。

6.経 営 科 学(OR)の 概 念 教 育 と は

「5.1」で述べた 「概念についての教育」は,重 要であるにもかかわ らずあま り実施 され

ていない。 しか し,筆 者はこの内容 こそが,経 営科学(OR)の 考え方の基本であり,ま

ず最初に教育すべき事で,実 際に問題解決に当たり大きな力となると考えている。ただ,

注意する必要があるのは,各 論として述べる具体的なモデルを知 らず にこの概念のみの話

を聞いても,単 にお話として耳に入るだけで,問 題解決につなげることは困難であるとい

う点である。従って,概 念のみでは,考 え方を分かったことにはならず,各 論 としてのモ

デルも教育 しなければな らない。

6.1概 念に関する教育内容

概念に関す る教育内容は,経 営科学の歴史.問 題解決の手順,問 題の定式化,モ デル

等である。

6.1.1経 営科学(OR)の 歴史

経営科学(OR)の 歴史は英国よ り始 まるが.そ れまで研究されて こなかった分野,っ

ま り,オ ペ レー ション(operation,運 用)を 研究対象 としたということが画期的であっ

たのである。それまでは,「 具体的な物」を苦労 して開発するということはあったのだが,

それをどう使 うか とい う研究は体系的には行われなかった。

英国においてはF.W.Lanchesterが 非常に複雑な現象を圧倒的な単純化を行って連

立微分方程式モデルとした。 これは,非 常に有名なモデルであるが,こ こで注 目すべきは,
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単純化である。単 に単純化するだけでは,現 実か らどん どん離れて行 くだけであるが,重

要ポイン トをしっか り押 さえれば,非 常に大胆な単純化をしても,物 の本質を十分説明で

きるという良い例である。 この視点は,経 営科学(OR)を 学ぶに当たっては最初 にしっ

か り頭 にたたき込むべき事である。 このF.W.Lanchesterの モデルは,も ちろん机上

の空論ではなく,後 に事実により検証された。 この事例か ら,学 生は,モ デルを作る場合

には物の本質をつかみ,そ れらを使 ってモデルを作 り,そ の後検証するという一連の流れ

を学ぶ事になる。

その後英国では,現 実の国家問題解決において,オ ペレーション(運 用)の 研究という

方法が大きな成果を上げた。 これ らの問題解決のためには専門分野が違う専門家が集めら

れ,違 う視点か ら一つの問題 を研究するという研究スタイルが生まれた。 このような研究

方法はそれまで採 られなかったが,こ の新 しい研究スタイルが大きな成果を上げたのであ

る。

英国での研究成果が,ア メリカに伝え られ,ア メリカでは英国以上に組織的に研究が始

め られた。その結果,ア メリカでも大きな成果が上が り,そ れ らの成果の一部がまとめ ら

れたのが,Morse&Kimbal1のMethodsofOperationsResearchで ある。 この書

物は,OR単 行本第1号 と言われている。 この書物には,い ろいろな研究成果が記載 され

ているが,注 目すべきは,高 度な数学はあまり使わず,簡 単な数学ではあるが,効 果は必

要にして十分 という分析が数多 く記述されている事である。 これは,当 時の数学が(言 う

までもないが,数 学は目的ではな く道具 として使われている)現 在 と比べてあま り進んで

いなかったか ら,難 しい数学を使 っていないという事ではなく,物 をどう見るか という「視

点」が重要であるという事例である。要は問題をうまく解決することができれば,そ の手

段はできるだけ単純な方がよいということである。やや もすると,高 度な数学を使 うこと

が良い問題解決 につながるといった誤解をされることがあるが,そ うとは限らないという

認識が必要である。

6.1..2歴 史か ら何を学ぶか

これ らの歴史か ら何を学ぶかという事であるが,研 究対象がoperation(運 用)と いう

今までにないものであり,か つ,研 究スタイルも今までのものとは違ったことが大きな成

果につながった といえる。下記の点は問題解決のための組織 を作る場合 に大いに参考 とす

べき事項である。

① 運用問題を対象とした
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経験では得 られない重要な視点を,運 用問題を科学的に研究することによ り,得 る

ことが出来た。

② 違 う分野の専門家がチームを作 って研究に貢献した

専門分野が違うと視点が違う。視点が違う人たちが一つの問題で協力する ことによ

り,特 定の専門家だけでは分か らないことが見えてくる。また,特 定の専門家は常識

として検証 しないことで も,他 の専門家にはそうではないので,客 観的なデータで分

析することにより新しいことに気づ く可能性がある。 この点は我々が問題解決のため

の組織を作る場合 に重要な示唆 を与える。

③ 科学的な方法を用いた

経験的事実か ら仮説(モ デル)を つ くり,検 証するとい う科学的方法を用 いた。

④ORチ ームはスタッフであった

運用に直接関与する立場では,責 任の重圧のため,客 観性を失 うことは日常経験す

ることである。スタッフとす ることでその問題を回避できる。この点も我 々が問題解

決のための組織 を作る場合に重要な示唆を与える。

⑤ORチ ームは勧告を出す(意 志決定のための情報を生み出す)の み

勧告はあくまで,意 志決定のための一つの情報であ り,そ れ以上でもなければ,そ

れ以下でもない。なぜなら,あ らゆる情報が考慮されている訳ではないか らである。

意思決定は,本 問題の責任者が他の面か らの情報も考慮 して自らの責任で行 うことに

なる。
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6.1.3問 題解決の手順

問題を解決するには,ど のよ うな問題であっても使える,あ る程度決まった手順が考え

られる。それは次のようなものである。多くの場合において この手順を踏む事によ り,大

きな失敗は避けられる。

図1問 題解決の手順

6.1.3.1問 題の発見

まず,そ もそも問題を発見 しなければな らないわけであるが,現 実には,こ れができな

い場合が多 い。問題は常にあり,そ れを発見 しなければな らないにも拘わ らず,問 題 を発

見できない組織は崩壊せざるをえな くなる。問題を見つけるためには,関 係者が常に問題

意識を持って仕事をすることが必要であ り,受 け身で仕事をしていればこれは実行できな

い。学生は常に問題 を与えて もらう立場であったため,現 実問題 に対する問題意識 は薄

く,ま ず問題を自分で見つけると言 う認識は残念なが ら少ない。 しか し,経 営科学(OR)

の考え方 を生かすには,こ の点をまず認識して もらう必要がある。
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6.1.3.2問 題の定義(定 式化)

次に,問 題の定義(定 式化)で あるが,こ れは,発 見された問題を正 しく定義す るとい

う作業である。なぜ これが必要かと言えば,最 初の 「問題の発見」では,問 題が明確に認

識されておらず,い わば曖昧な認識であるので,そ れをはっき りさせ るということである。

十分考察 していく内に,最 初の認識が変わってくることもある。また,最 初問題と思った

ことが問題ではなく,実 は問題は別のところにあることが判明する場合 も多い。これ を考

える場合は次の点に注意 しておかねばな らない。

① システム は多 くの目的 を持つ ということである。 ここで言 うシステ ムとはコン

ピュータシステムではな く,組 織や仕組みを意味 している。学生は 「目的を持つ」 と

いう意味をすぐに理解できない場合がある。また,目 的は一つであると思 い込んでい

る場合も多い。例えば企業の 目的は何かと聞けば,利 潤の追求 と単純に答えるが,現

実はそうではな く,い くつかの目的がある。他の組織や仕組みでも同様である。

② 従 って,ど の 「目的」 に重点 を置 くかによ り,運 用方法が変わる。 これがす ぐに理

解できる学生は,頭 が柔軟で,考 えることができる学生である。

③ 従 って,運 用方法を評価する 「物差 し」も違って くる。 この物差 しを 「有効 さの測

度(measure)」 と言 うが,目 的により物差 しが変わるということも学生は理解 しに

くい。 しか し,こ れが理解 されないと,経 営科学(OR)の 考え方が全 く理解できな

いことになる。

④ 従って,問 題を定義するときに 「システムの 目的」を確認することが重要になる。 し

かし,こ れは現実には残念な事であるが.日 本のいろいろな組織において も,目 的が

明確に意識されないで議論が進むことも多い。

⑤ 「問題の範囲」をどう設定するかによ り,問 題が違ってくる。従ってどこまでを問題

の範囲にするかを決定 しなければな らない。

⑥ また,ど のような前提条件で問題を解決するかを決めておかねばな らない。なぜな

ら,前 提条件が変わると問題はすっか り変わるか らである。

6.1.3.3代 替案の探求

問題が定義されれば,そ れを解決するための案 を複数考えることになる。 この場合 も,

必ず複数の案 を出すように言っておかないと,ほ とんどの学生は一つしか案を出さない。

日本の多 くの組織でも,意 思決定を行 う場合に複数案を必ず出すように言っておかないと

一つの案 しか出て こない事が多い。出てきた案が多くの代替案か ら選ばれたのであればま
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だ良いが,ほ とんどの場合そうではな く,た またま思いついた案を出して良しとしている

ことも多い。 これでは代替案を出した ことにな らない。代替案 は必ず複数出し,代 替案を

出す場合 も,同 一の性格を持つ代替案は一まとめにする等の整理も必要である。

6.1.3.4モ デルの構築

次 に,代 替案の有効さを定量的に評価するためのモデルをつ くる必要がある。モデルは

数式,あ るいはシミュレーションモデル となる場合が多 く,モ デルの構築には客観性のあ

る調査資料,観 測データを使わねばな らない。 このためには統計学の知識が必要 となる。

また,こ のモデルは必要な精度がなければならないし,モ デルに問題がないことを予め検

証をしておかねばな らない。

モデル作 りは,モ デル に影響 を与える多 くの因子の中で,強 い影響を与える因子のみを

使って単純化するというのが原則である。 この点はよ く誤解 される点であるが,多 くの学

生は,関 係する要因はできるだけ多 くモデルに入れるのがよいと思っている。 しか し,そ

れは大きな間違いであ り,ど うしても精密化する必要があれば,後 で,必 要な範囲で精密

化すればよい。問題を分析する場合の原則は,強 い影響を与える因子を明確にし,そ れ ら

を用いたモデルにすることである。要は重要な因子を押さえることによ り,現 象の意味を

明確にするという事である。

6.1.3.5モ デルによる計算結果の解釈

モデルが正 しくできれば,そ れを使って計算を行い,結 果の解釈を行 う。

6.1.3.6解 の現実問題への還元

モデルは抽象化された ものであり,考 慮されていない因子 もある。従って,解 を現実の

問題 に引きなおして考えたとき,解 の持つ意味や解 を実施する場合の注意点が明白にな

る。

6.1.3.7解 の実施 ・管理

解の実施 とは,実 際に解を実行することである。その場合には状態を常に監視 し,予 期

した有効性を保っているかを確認する。有効性が期待と大き く違えば,理 由を調査 し,そ

の結果によっては解 を修正 した り,分 析自体 をや り直す こともある。

また,事 態は常に変化するので,問 題が常に同じ状態 にある事は少なく,そ の時は良い
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解であった ものが,状 況が変化することによって,そ うでな くなることも当然発生する。

その場合 には当然解を修正 した り,分 析 自体をや り直すこともある。 しか し,解 は常に変

化するという事実は,学 生には理解 しにくい事のようである。ややもすると現実の世界で

も,学 校にお ける試験問題の解 のように,一 度正解 を出せ ば,そ れで仕事 は終わ りだ と

思 って しまう者が多い。

6.1.4問 題の定義(定 式化)で 注意すべき事項

6.1.4.1手 段 と目的の認識

問題を認識 した場合 に,そ の問題 を解決する目的を明確にしなければな らない。 目的を

明確に認識 しないことが,そ の後多くの問題を引き起 こす。 この例は身近にいくらでも見

いだせる。また,目 的は多様であり,た った一つとは限 らないという認識も必要である。

学生に説明 しても,こ のことは明確 に理解 されにくいが,少 なくとも意識の片隅には覚え

させておかねばな らない。多くの学生は,目 的は簡単に一つに決まり,複 数あることに思

いが及ばない事が多い。 しかし,当 然の事なが ら,現 実問題の解決はそれでは不可能であ

る。

次に認識させ るべきは,目 的と手段の区別 とその相対性である。立場によ り,目 的と手

段は相対的に変わるという認識と同時に,目 的 と手段を混同しないように認識させ る必要

がある。 目的 と手段の混同は,目 的を明確 に認識しない場合 と同様に,後 で大きな問題を

生じさせ る。 この例 も残念なが ら,身 近にいくらでも見いだせ る。

6.1.4.2立 場 による代替案の違いがあることの認識

立場によ り取 りうる代替案 は違 うということを学生に認識させる必要がある。 これは立

場 により権限が違 う事 による。立場により権限が違 うという当た り前の ことが学生には認

識 され にくい。多 くの権限を持つ人は代替案の選択肢は広い。 しか し,権 限が少なければ

できることは限 られる。権限が少ない人にとっては制約条件でも,権 限を多く持っている

人にとっては制約条件ではなく,政 策変数である。従って,代 替案を考える場合は,ど の

ような権限を前提に考 えるのかという視点が必要である。制約条件ではな く,政 策変数 と

なれば,一 般的にはよ りよい解が得 られる。従って,権 限が足 りなければ,分 析者は権限

を持っている人を説得 して動かす くらいの気持ちが必要である。
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6.1.43立 場による意見の違いがあることの認識

次に,立 場による意見の違いがあることを学生に認識させる必要がある。立場が違えば

意見が違 うことは当然であ り,良 い悪いの問題ではない。逆 に言えば,組 織において各種

の部門を作るのは,違 う意見を生み出すことによ り,そ れ らを基に議論す ることによって

よ りよい解を求めようとす るのが目的である。例えば,営 業部門だけがあ り,営 業の内容

を審査する部門がなければ,不 良債権の山となる可能性がある。逆に,審 査部門の権限が

強すぎれば,営 業そのものが成立せず,企 業は生存できない。問題解決をするためには

組織に対する正 しい認識がなければならない。

6.1.44専 門による見方の違いがあることを認識する

専門が違 うと見方が違 う事を学生に認識させ る必要がある。学生の中には,見 方が違 う

ことが悪い事であると誤解する場合があるが,も ちろんそ うではなく,違 う見方ができる

ことが重要なのである。 目的を明確にした上で,そ れぞれの専門家の 目で見て,良 い案を

それぞれの視点か ら考えてもらい,最 終的にはそれらを統合 した形にまとめるという仕事

の仕方を学生に理解させ る。専 門が違 うと,気 がつかなかった問題点が発見されるもので

ある。

6.145制 約条件 を徹底的に調べる

何が制御できる条件(政 策変数)で,何 が制御できない制約条件かを明確に区別 しなけ

ればな らない。また,上 で述べたように権限を考慮することによ り,制 御できなかった条

件が制御できるようになることもある。

問題は制御できない制約条件であるが,代 表例 として,自 然条件,偶 然性,各 種資源,

競争者,等 が考えられる。 このうち偶然性は,確 率法則が使える場合 とそうでない場合が

ある。前者は確率法則が意思決定に使える。各種資源は権限やお金である程度解決できる

事がある。競争者は次のような認識が必要である。つまり,組 織間の関係であると考える

と,全 ての面で利害が相反する事は少な く,特 定の問題 についての競争者である場合が多

い。従って,利 害の調整ができれば問題は無くなる。 しかし,そ うでない場合 には,競 争

者は一方の手段の裏をかく事により,一 方が失敗するように常に働きかけるという冷徹な

認識が必要である。
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6.1.4.6評 価の指標(有 効さの測度(Measure))の 認識

どのような指標(有 効 さの測度(Measure))で もって,代 替案を評価すればよいかは

非常に重要であるにもかかわ らず,正 しく指標が設定されないことが多い。 これが正 しく

ないために問題が悪化す る例は,歴 史上も身の回りでも列挙に暇がない。有効 さの測度が

正 しく設定 されない理由は,以 下のような ことが考え られる。

① 代替案の目的(普 通複数個ある)が 明確でない。

② 目的と手段が混同されている。

③ 有効さの測度 を決めるのは間違 いやす いという認識が無 く,何 となく決めて しま

う。

④ 有効 さは個別的で あるという認識が無く,普 遍性 ・一般性があると勘違いしている。

つまり,有 効さは,当 事者の個別の条件,環 境,時 期が変われば,そ れ につれて変化

するという認識がない。学生に企業の意思決定の問題の選択 を考えさせると,何 の迷

いもなく 「利益」や 「売 り上げ」 を有効 さの測度に挙げて しまうことなど,そ の例で

ある。 もっと分か り易い例 を挙げれば,同 じ1リ ットルのミネラルウオータで も,水

におぼれそ うになっている人には無価値であるが,砂 漠で水を求めている人には値千

金であるようなものである。

⑤ 複数ある目的を,正 しくまとめられない。

⑥ 時間経過によ り価値が変化するが,そ れを有効さの測度に反映 しきれていな い。

⑦ 比を用いた指標の場合は注意が必要であるが,そ れを正 しく処理していない。

6.1.4.7問 題の定義(定 式化)で 注意すべきその他の事項

まず,提 起された問題の見かけ上の姿にまどわされてはいけないということである。本

当の問題は別の所にある場合が多い。 これ も学生に理解 させるのは難 しい事項である。問

題を与えられることに慣れてお り,自 分で見つけだす という経験の少なさが,学 生に理解

する事を妨げていると考え られる。

第二点 目は,問 題を一部分としてのみ見 るのでな く,全 体の一部であるという視点が必

要である。例えば,歴 史,組 織,機 能,情 報の流れ,活 動実績,人 間関係,… …等は重要

である。

第三点 目は,一 つの専門でなく,で きるだけ多 くの専門的な視点か ら問題を見ることで

ある。 この理由は言うまでもないことであろう。
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6.1.5モ デルにっいての認識で重要な事項

モデル について,何 も説明せずに学生に質問すると次のような答が返ってくる。

① 役に立つモデルほど複雑なものである。

② 最新の数学 を使ったモデルが良い。

③ モデルは,多 くの要因を入れれば入れるほど現実に近いものになる。

④ 現実の問題 を解決しようとすれば,コ ンピュータを駆使 したものにな らざるを得な

い。

⑤ モデルは現実世界を作れないか ら,基 本的にはあまり役 に立つとは思えない。

これ らの意見は,一 般論としては全て間違っている。 どこが間違っているかと言えば,

① モデルは重要な因子を押さえた上でsで きるだけシンプルにするのが基本である。

その後必要があれば,精 度をあわせなが ら重要な因子か ら順に追加する。最初か ら多

くの因子を入れるのは最 も下手なや り方である。

② 問題が解決することが重要であり,解 決す るか どうかは,高 度な数学かそうでない

かに無関係である。 目的と手段 を混同してはいけない。

③ モデルは因子を多 く入れれば入れるほど訳の分か らないものになる可能性が高い。

多 くの問題は非常 に簡単な分析で解決する事が多 い。

④ コンピュー タは うまく使 うと非常に便利であることは間違 いない。 また,問 題 に

よっては十分な能力のコンピュータが必要 となる。 しか し,ど のような問題でも,コ

ンピュータさえあれば何 とかなるか と言えば,必 ず しもそうではない。コンピュータ

はあくまでも道具であり,そ れ以上でも以下でもない。

⑤ 特 に,経 営の世界でのモデルは,現 実世界をそのまま表現す るのが目的ではない。

目的は意思決定のための情報を提供することである。現象を理解する手段 として考え

出された便宜上のものと考えるべきであり,重 要な因子は何か,そ れは どのような仕

組みで結果に影響を与えるか という視点が必要である。

6.2各 論に関する教育内容

各論に関する教育方法については,「5.2」で述べた とお りである。具体的な教育内容はこ

こでは省略する。
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6.3問 題解決におけるコンピュータの位置づけ

現在 ビジネスの分野で,パ ソコン等に代表され るコンピュータが 日常的に使われるよう

になっているが,パ ソコンで解決できる問題が実は想像以上に多い。ただし,コ ンピュー

タさえ使えれば 「問題解決」は何 とかなるというもので もないことは,「6.1.5」で述べたと

お りである。

しか し,「 日常業務」 にっいては,今 日ではコンピュータがない とどうにもな らないこ

とは間違いない。 このよ うに 「日常業務」はコンピュータの操作ができれば何 とかなるが,

「問題解決」はそ うはいかない。両者 を混同しないように していただきたいが,「問題解決」

のためには,「6.1」で述べた問題解決の手順 を理解 し,「62」 の各論の知識があり,自 分の

頭で考えることができる能力が必要である。

「問題解決」 のためのコンピュータ利用について も,便 利になっているのは間違いない。

筆者も,昔 は自分でプログラミング言語 を使って,特 定の問題用にプログラムを作成 し

使っていたが,今 では,分 析のためにプログラムを作 らねばな らないということは少な く

な り,汎 用のソフ トウェアや特定分野向けの市販ソフ トウェアでほとんどの分析が可能で

ある。このため,問 題解決 という観点か らは,プ ログラム設計 ・プログラム作成に必要な

時間は劇的に少なくな り,ど のように考えるか という本来重要な部分が大きな比重を占め

るようになった。 このことは,考 え方を理解するという本来の勉強の重要さがます ます大

きくな ってきたことでもある。従って,経 営科学(OR)教 育においては,本 論文で述べ

たような教育の必要性があるのである。

7.終 わ り に

本論文では,経 済学部における経営科学(OR)教 育の位置づけと教育方法を論 じた。以

前の論文[3]で は,各 論 としての各種モデルについての方法論を述べたが,各 論を教育

する前 に,こ こで述べた総論 としての 「問題解決の方法に関す る概念」の教育が必要であ

る。概念の教育は一般的にはあまり行われていないのが実状であるが,こ れを十分 した上

で,各 論を論じることによ り,実 社会において.実 際の問題解決ができる人材の育成が可

能になると考 える。
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